
令和３年度

地方公共団体金融機構決算の概要

地方公共団体金融機構



令和３年度決算のポイント

◇ 地方公共団体健全化基金は９，２０２億円で、前年度末と同額
金利変動準備金は２兆２，０００億円で、前年度末と同額
公庫債権金利変動準備金は６，８２６億円で、前年度末に比べ、４１７億円の増加

◇ 資産総額は貸付金等２４兆８，３４８億円で、前年度末に比べ、２２７億円の減少
負債総額は債券等２４兆４，６６７億円で、前年度末に比べ、５０２億円の減少
純資産総額は利益剰余金等３，６８１億円で、前年度末に比べ、２７４億円の増加
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会計処理等は、原則として企業会計原則による。なお、地方公共団体健全化基金、金利変動準備金等の機構
特有の財務基盤に係る会計処理については、関係法令の規定等による。

◇ 経常利益は１，１０３億円で、前年度に比べ、７９億円の減少
当期純利益は３２２億円で、前年度に比べ、４８億円の増加



◇ 令和３年度の経常利益は１，１０３億円で、前年度に比べ、７９億円の減少（▲６．７％）。貸付金利息の減少額
が債券利息の減少額を１２６億円上回ったこと等が要因

◇ 当期純利益は３２２億円で、前年度に比べ、４８億円の増加（＋１７．８％）。一般勘定の当期純利益が増加した
ことが要因

利益の状況 [機構全体]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

２，３５８億円 ２，５９９億円 ▲２４０億円
２，２１４億円 ２，４９８億円 ▲２８４億円
１４４億円 １００億円 ４４億円

１，２５５億円 １，４１６億円 ▲１６１億円
１，１８２億円 １，３４０億円 ▲１５８億円

７３億円 ７６億円 ▲２億円

１，１０３億円 １，１８２億円 ▲７９億円

４３６億円 ６４４億円 ▲２０７億円
４００億円 ６００億円 ▲２００億円
３６億円 ４４億円 ▲７億円

１，２１７億円 １，５５３億円 ▲３３５億円
８１７億円 ９５３億円 ▲１３５億円
４００億円 ６００億円 ▲２００億円

３２２億円 ２７３億円 ４８億円

科　　　　　　　目

貸 付 金 利 息

増　減（（A）-（Ｂ））R3決算（A） R2決算（B）

債 券 利 息

そ の 他

そ の 他

公庫債権金利変動準備金繰入額

国 庫 納 付 金

公庫債権金利変動準備金取崩額

利差補てん積立金取崩額

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

当 期 純 利 益



◇ 令和３年度の経常利益は３２２億円で、前年度に比べ、４８億円の増加（＋１７．８％）。健全化基金受入額が
前年度より４６億円増加したこと等が要因

◇ 当期純利益は３２２億円で、前年度に比べ、４８億円の増加（＋１７．８％）

利益の状況 [一般勘定]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１，２４５億円 １，２７０億円 ▲２５億円
１，０９７億円 １，１６６億円 ▲６９億円
１３６億円 ９０億円 ４６億円
１０億円 １２億円 ▲１億円

９２２億円 ９９６億円 ▲７３億円
８０４億円 ８６６億円 ▲６２億円
５億円 ５億円 ０億円
２８億円 ３６億円 ▲７億円
３３億円 ３０億円 ２億円
４８億円 ５６億円 ▲７億円
２億円 １億円 ０億円

３２２億円 ２７３億円 ４８億円

－ － －

－ － －

３２２億円 ２７３億円 ４８億円

科　　　　　　　目

貸 付 金 利 息

そ の 他

債 券 利 息

営 業 経 費

そ の 他

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

当 期 純 利 益

増　減（（A）-（Ｂ））R3決算（A） R2決算（B）

健 全 化 基 金 受 入 額

借 入 金 利 息
そ の 他 業 務 費 用

基 金 管 理 勘 定 繰 出 金



◇ 令和３年度の経常利益は７８０億円で、前年度に比べ、１２８億円の減少（▲１４．１％）。貸付金利息の
減少額が債券利息の減少額を１１８億円上回ったこと等が要因

◇ 地方公共団体金融機構法等の規定に基づき、利益の範囲内で公庫債権金利変動準備金への繰入を行った
ため、令和３年度の当期純利益はゼロ

利益の状況 [管理勘定]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１，１６６億円 １，３８９億円 ▲２２２億円
１，１１７億円 １，３３１億円 ▲２１４億円

４８億円 ５６億円 ▲７億円
０億円 １億円 ▲０億円

３８５億円 ４８０億円 ▲９４億円
３７７億円 ４７４億円 ▲９６億円
７億円 ６億円 １億円

７８０億円 ９０８億円 ▲１２８億円

４３６億円 ６４４億円 ▲２０７億円
４００億円 ６００億円 ▲２００億円
３６億円 ４４億円 ▲７億円

１，２１７億円 １，５５３億円 ▲３３５億円
８１７億円 ９５３億円 ▲１３５億円
４００億円 ６００億円 ▲２００億円

－ － －

科　　　　　　　目

公庫債権金利変動準備金取崩額

そ の 他

国 庫 納 付 金
公庫債権金利変動準備金繰入額

債 券 利 息

基 金 一 般 勘 定 繰 入 金
貸 付 金 利 息

経 常 収 益

経 常 費 用

そ の 他

利差補てん積立金取崩額

R2決算（B）R3決算（A） 増　減（（A）-（Ｂ））

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

当 期 純 利 益



資産の状況 ［機構全体］
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◇ 令和３年度末現在の資産総額は２４兆８，３４８億円で、前年度末に比べ、２２７億円の減少（▲０．１％）
◇ 貸付金が４，０６４億円、有価証券が３，２７０億円増加した一方で、現金預け金が７，５２９億円減少したこと等が
要因

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

２３兆５，５０８億円 ２３兆１，４４３億円 ４，０６４億円

９，２００億円 ５，９３０億円 ３，２７０億円

３，５３４億円 １兆１，０６４億円 ▲７，５２９億円

８億円 ３２億円 ▲２４億円

６１億円 ６９億円 ▲７億円

２５億円 ２６億円 ▲０億円

９億円 ９億円 ０億円

２４兆８，３４８億円 ２４兆８，５７６億円 ▲２２７億円

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金

貸 付 金

有 価 証 券

現 金 預 け 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

合 計

増　減（（A）-（Ｂ））
令和3年度末現在（A）

（R4.3.31）

令和2年度末現在（B）

（R3.3.31）
科　　　　　　　目



資産の状況 ［一般勘定・管理勘定］
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◇ 令和３年度末現在の一般勘定における資産総額は１９兆８，９２６億円で、前年度末に比べ、８，５３１億円の増加
（＋４．５％）

◇ 令和３年度末現在の管理勘定における資産総額は５兆５，４２２億円で、前年度末に比べ、８，７６６億円の減少
（▲１３．７％）

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１８兆６，１１５億円 １７兆３，２９７億円 １２，８１７億円

９，２００億円 ５，９３０億円 ３，２７０億円

３，５３４億円 １兆１，０６４億円 ▲７，５２９億円

８億円 ３２億円 ▲２４億円

３２億円 ３３億円 ▲１億円

２５億円 ２６億円 ▲０億円

９億円 ９億円 ０億円

１９兆８，９２６億円 １９兆３９４億円 ８，５３１億円

４兆９，３９３億円 ５兆８，１４５億円 ▲８，７５２億円

２９億円 ３５億円 ▲６億円

６，０００億円 ６，００８億円 ▲７億円

５兆５，４２２億円 ６兆４，１８９億円 ▲８，７６６億円

一
　
　
般
　
　
勘
　
　
定

管
理
勘
定

貸 付 金

そ の 他 資 産

一 般 勘 定 貸

合 計

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

現 金 預 け 金

有 価 証 券

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金

合 計

増　減（（A）-（Ｂ））
令和3年度末現在（A）

（R4.3.31）

令和2年度末現在（B）

（R3.3.31）

貸 付 金

科　　　　　　　目



負債の状況 ［機構全体］
◇ 令和３年度末現在の負債総額は２４兆４，６６７億円で、前年度末に比べ、５０２億円の減少（▲０．２％）
◇ 負債の大半を占める債券は前年度末に比べ、３，０７７億円の減少。当期償還額が発行額を上回ったこと等が
要因

◇ 公庫債権金利変動準備金は、 ４００億円の国庫納付を行った一方で、借換益等８１７億円を繰り入れた結果、前
年度末に比べ、４１７億円の増加
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

２０兆１，０３０億円 ２０兆４，１０７億円 ▲３，０７７億円

３，９９５億円 ２，９４０億円 １，０５５億円

１，４７４億円 ３３４億円 １，１３９億円

９，２０２億円 ９，２０２億円 －

２兆２，０００億円 ２兆２，０００億円 －

６，８２６億円 ６，４０９億円 ４１７億円

９０億円 １２７億円 ▲３６億円

４７億円 ４８億円 ▲０億円

２４兆４，６６７億円 ２４兆５，１６９億円 ▲５０２億円

債 券

そ の 他

合 計

借 入 金

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

金 利 変 動 準 備 金

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

増　減（（A）-（Ｂ））
令和3年度末現在（A）

（R4.3.31）

令和2年度末現在（B）

（R3.3.31）
科　　　　　　　目



負債の状況 ［一般勘定・管理勘定］
◇ 令和３年度末現在の一般勘定における負債総額は１９兆５，８２３億円で、前年度末に比べ、８，２５６億円の
増加（＋４．４％）

◇ 令和３年度末現在の管理勘定における負債総額は５兆４，８４４億円で、前年度末に比べ、８，７６６億円の減少
（▲１３．８％）
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１５兆３，１３１億円 １４兆７，０６１億円 ６，０６９億円

３，９９５億円 ２，９４０億円 １，０５５億円

１，４７４億円 ３３４億円 １，１３９億円

９，２０２億円 ９，２０２億円 －

２兆２，０００億円 ２兆２，０００億円 －

６，０００億円 ６，００８億円 ▲７億円

１９億円 １９億円 ０億円

１９兆５，８２３億円 １８兆７，５６６億円 ８，２５６億円

４兆７，８９９億円 ５兆７，０４６億円 ▲９，１４７億円

６，８２６億円 ６，４０９億円 ４１７億円

９０億円 １２７億円 ▲３６億円

２８億円 ２８億円 ▲０億円

５兆４，８４４億円 ６兆３，６１１億円 ▲８，７６６億円

科　　　　　　　目 増　減（（A）-（Ｂ））

債 券

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

そ の 他 負 債

合 計

（R4.3.31）

令和2年度末現在（B）

（R3.3.31）

合 計

そ の 他

管 理 勘 定 借

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

金 利 変 動 準 備 金

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

借 入 金

債 券

一
　
般
　
勘
　
定

管
理
勘
定

令和3年度末現在（A）



純資産の状況
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◇ 令和３年度末現在の純資産総額は３，６８１億円で、前年度末に比べ、２７４億円の増加（＋８．１％）
◇ 金利スワップ取引に係る評価損益等である繰延ヘッジ損益が前年度末から４７億円減少した一方で、一般勘定の
当期純利益３２２億円を積立金として計上したことが要因

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１６６億円 １６６億円 －

２，９８０億円 ２，６５７億円 ３２２億円

５７８億円 ５７８億円 －

▲４３億円 ４億円 ▲４７億円
うち金利スワップ期中解約分　　▲４５億円

うち繰延ヘッジ取崩分　　▲２億円

３，６８１億円 ３，４０６億円 ２７４億円

科　　　　　　　目 増　減（（A）-（Ｂ））
令和3年度末現在（A）

（R4.3.31）

令和2年度末現在（B）

（R3.3.31）

　　　　

合 計

地 方 公 共 団 体 出 資 金

一 般 勘 定 積 立 金

管 理 勘 定 利 益 積 立 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益



９，２０２ １３６ ６５ ２３３ ３０ ９，２０２ １２７ ３６ ９０

（参考）

【貸 付 金】 【債 券】

【地方公共団体健全化基金】

【金利変動準備金・公庫債権金利変動準備金】

【利差補てん積立金】

（単位：億円）

２３１，４４３ ２２，５１３ １８，４４９ ２３５，５０８

貸 付 額
②

回 収 額
③

期 末 残 高

① +② - ③

２０４，１０７ ２０，３６４ ２３，４４１ ２０１，０３０

発 行 額
②

償還額等
③

期 末 残 高

① +② - ③

前 期 末
残 高
①

納 付 金
②

基 金
運 用 益
③

利下げ補てん
所 要 額

④

前 期 末
残 高

①

取 崩 額
②

期末残高

① - ②

金 利 変 動 準 備 金 ２２，０００ － － － ２２，０００

公庫債権金利変動準備金 ６，４０９ ▲４００ ４８ ７６９ ６，８２６

前 期 末
残 高
①

公庫貸付に係る
利 下 げ 所 要 額

③

期 末 残 高
① + ② + ③ + ④

前 期 末
残 高
①

前 期 末
残 高
①
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国 庫 納 付
②

期 末 残 高
①+②+③
-（④ - ⑤）

一般勘定自己
財源充当額

⑤

（注） 一般勘定においても債券借換益は４０１億円発生しているものの、関係法令の規定に基づき算出した金利変動準備金の積立限度額（当該期末における一般勘定の

貸付金残高の１，０００分の１００）を前期末残高が超えているため、積立てを行っていない。

※ 単位未満切り捨てのため、計が一致しない場合がある。

令和３年度決算における主要勘定の状況

債 券 借 換 益
④

（注）


